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通して “substantially” や “in substance” という英語が用いられている。し











































































































































































































































に支配する」は、いずれも “to have substantial control” と、304条但書後
段及び305条４項後段における「実質的に同一の」は、いずれも “essentially 
identical” と、433条２項３号における「実質的に競争関係にある」は、“in 
substance, in competition with”と訳出されている。
なお、平成26年改正前の125条３項３号及び252条３項３号における「実






















は、まず、①“very much or a lot” とされ、次に、②“used to say that in 
many ways something is true, the same, different etc” との説明があり、
①の意味での同義語として “considerably”、②の意味での同義語として
“essentially”、②の用例として “There are one or two minor differences, 




























































































































































































































































































































































































































ては、“When a witness gives testimony at the time of trial which is different 
from that given previously”とされている。検面調書については、“at the 
time of trial if a witness gives testimony which is contrary to, or materially 
dif ferent from, statements which he to reported to have made in the 
procurator’s interrogation record”と表現されていた（54）。日本政府側は、総












































































































































ていることについて、Paul C. Grinnell, Understanding Evidence, 10 （4th ed., Lexis 
Nexis 2013）. 



































































































































































































































































































































































アメリカ連邦証拠規則403条 は、“Excluding Relevant Evidence for 
Prejudice, Confusion, Waste of Time, or Other Reasons” という表題の
下に、“The court may exclude relevant evidence if its probative value is 
substantially outweighed by a danger of one or more of the following：unfair 
prejudice, confusing the issues, misleading the jury, undue delay, wasting 
time, or needlessly presenting cumulative evidence.” と定める。
ここでの “substantially” については、「実質的に」と訳出している例が
以下のように多く見られる。
例えば、法務省が刊行した法務資料による翻訳は、“its probative value 



























































（103）　Fed. R. Evid. 413（c）; 414（c）; 415（c）.
（104）　Fed. R. Evid. 404-415.
（105）　こうした考えは、連邦証拠規則があえて許容性を明示した証拠について、403条
による排除を許さないとした判例にも表れている（United States v. Smith, 551 F.2d 



































す傾向」を有することである旨を指摘している（Old Chief, 519 U.S. at 193.）。
185刑訴法321条１項２号後段における「実質的に異つた」の意義（角田）
検討したものである。証拠採否のあるべき姿について、「裁判員裁判にお
いては、証拠の総量を可能な限り削減する必要があり、そのためには、事
実認定における当該証拠の必要性についても、厳密に考えていくべきであ
る」（109）とする。その上で、従来の証拠採否裁量行使の運用について、「こ
れまでの必要性の判断は、もっぱら関連性の観点のみが重視され、当該証
拠の取調べに伴う審理時間等の負担や、当該証拠の証明力が過大視される
危険、弊害等については余り考えられてこなかったように思われる」と批
判する。そして、裁判員裁判においては、「当該証拠の証明力が大きくな
いのに、その取調べに反証も含め相当の時間を要し、審理が遅延すると
いった事情がある場合には、必要性を肯定しないという選択肢が考慮され
るべきである」（110）と主張している。
このように、関連性や証明力だけではなく、審理時間の負担・当該証拠
の証明力が過大視される危険といった点も考慮して、証拠採否を判断する
べきであるという考え方は、関連性のある証拠であっても却下することが
できる根拠となり得る弊害要素として「時間の浪費」・「不公平な偏見」を
掲げている連邦証拠規則403条と共通している。司法研究がこのような主
張をしているのは、403条から示唆を得たものではないかとうかがわせる。
しかし、司法研究は、証明力と弊害要素を等価値的に衡量して必要性の
有無を判断できるかのように指摘している。これは、403条による排除を
限定的な補充性を有する例外的手段としているアメリカでの運用と明らか
に異なっている。
ともすれば、アメリカでは、陪審制がとられているために、集中審理の
必要性が高く、裁判所は、関連性のある証拠であっても、かなり広範な裁
量をもって、証明力がさほど高くないとの理由で取調べの必要性を認め
ず、その取調請求を却下することができるといった単純な認識に陥る危険
（109）　司法研修所編『裁判員制度の下における大型否認事件の審理の在り方』（法曹
会、2008年）25頁。
（110）　司法研修所編・前注109の26頁。
白鷗大学法科大学院紀要　第10号（最終号）（2017年３月）186
性があることは、光藤教授によっても指摘されていた（111）。 
403条の “substantially” が曖昧に「実質的に」と訳出されてしまうこと
は、アメリカにおける証拠採否裁量に関する理解を誤らせる一因となって
いると考えられる。
最後に
刑訴法321条１項２号後段の「実質的に異つた」という要件については、
現行法において用いられている「実質的に」という文言が多義的であるこ
ともあって、誤解されやすい。
しかし、その立法経緯を踏まえ、証拠としての単なる関連性に留まら
ず、伝聞例外を許容する要件要素としての必要性を１号（裁面調書）より
も厳格に要求している趣旨を正しく理解するならば、「実質的に異つた」
といえるためには、①形式的・客観的に見て、公判供述（証言）と検面調
書（「前の供述」）との間に差異があるに留まらず、②その差異が「重要な
部分において」生じていることを要するというべきである。そして、差異
が「重要な部分において」生じているというためには、特定の主要事実な
いし、これに直結するような重要な間接事実の存在について、公判供述の
みを資料とするのでは認定できる蓋然性が認められないのに対して、検面
調書も資料とすれば、それを直接証拠として認定できる蓋然性が認められ
ることを要する。
（本学法科大学院前教授・弁護士）
（111）　光藤景皎『刑事証拠法の新展開』（成文堂、2001年）ⅲ頁・126頁。
